

















































2)   国務院構成員としての「Conseiller d’État」は「コンセイユ・デタ評定官」と訳される
ことが多いが、本稿は、「Conseil d’État」を「国務院」と訳すこととの関係上、「Conseiller 
d’État」を「国務評定官」と訳している。
















































































の総会は、第 2項で定める 5名の裁判官のうち 3名、第 3項で定める 5名



















年 5月 5日にヌメアで締結され、同年 5月 27日にフランス共和国で公布
された協定の諸規定に関して意見を表明するために、1998年 12月 31日
以前に招集される。





























L 第 112-2 条〔法律問題に関する諮問〕　国務院は、首相又は大臣から、行
政事項において生じた問題について、諮問を受けることができる。
L 第 112-3 条〔提案権〕　国務院は、その主導により、一般利益に適合する
と考える法律、命令及び行政の領域の諸改革について、公権力の注意を喚
起することができる。








L 第 112-6 条〔地方法律案に関する諮問〕　ニューカレドニアに関する 1999



















L第 114-1 条〔仲裁の命令〕　国務院が第 1審かつ終審での訴訟を付託され

































































































































L 第 131-4 条〔行政裁判所構成員職業倫理憲章〕　国務院副長官は行政裁判
所職業倫理団の意見を聴いた後に、行政裁判所構成員の職務行使に固有の
職業倫理原則及び良き慣行を表明する職業倫理憲章を作成する。










































































































②　資産状況宣言は、公的活動の透明性に関する 2013年 10月 11日法律第
907号の第 4条の I第 1項・第 4項、第 4条の II・V、官報での特別報告




④　本条、前記 2013年 10月 11日法律第 907号第 4条若しくは第 11条、又






































L 第 133-2 条〔部長の任命〕　部長は、国璽尚書たる司法大臣の提案に基づ
いて、閣議を経たデクレにより任命し、一般職国務評定官の中から選出す
る。







L 第 133-4 条〔調査官の任命〕　調査官は、国璽尚書たる司法大臣の提案に
基づいて、デクレにより任命する。




L 第 133-5 条〔第 1 級傍聴官の任命〕　第 1級傍聴官は、国璽尚書たる司法
大臣の提案に基づいて、デクレにより任命する。国防法典 L第 4139条の
諸規定の留保の下で、第 1級傍聴官は第 2級傍聴官の中から選出する。
L 第 133-6 条〔第 2 級傍聴官の任命〕　第 2級傍聴官は、国立行政学院の過
去の学生の中から、国立行政学院の学生階級に固有の準則に従って、任命
する。










る年齢制限に関する 1984年 9月 13日法律第 834号から生じる年齢制限に
抵触するとき、その求めに基づいて、一定の国家公務員の採用の年齢制限




















































L 第 136-2 条〔調査官及び特別職国務評定官の制裁〕　調査官及び特別職国
務評定官は、L第 136-1条第 1号及び第 2号で定める制裁しか科せられえ
ない。同様に、その職務を終了させることもできる。この後者の制裁は、
排他的に表明される。






















L 第 136-6 条〔制裁の公表〕　上級委員会の提案に基づいて、任命権を付与
された機関は、その理由を伴って又は伴うことなく、L第 136-1条第 3号
から第 7号で定める制裁を公表することを決定できる。






































































































R 第 121-6 条〔国務院副長官アレテによる配属〕　R第 121-3条及び R第
121-4条で定める配属は、部長の意見を聴いた後、国務院副長官アレテに
より宣言する。
R第 121-7 条〔第 1 部で定められていない内部措置〕　国務院副長官は、ア
レテによって、本部により定められていない内部秩序に関するあらゆる措
置を定める。



























































佐官の職務を担う一般職の又は L第 121-4条の IIIを根拠として特別職
として任命される 2名の国務評定官














































る訴え及び上告について、R第 122-12条及び R第 822-5条を適用してオ
ルドナンスにより裁定することを認めることができる。






















































②　R第 122-16条第 2項及び第 3項は、裁判構成体としての役割を担う課
に適用する。




































































































































法上当然に、R第 122-5条、R第 122-9条、R第 122-10条、R第 122-15条、
R第 122-17条、R第 611-20条第 1項、R第 635-2条、R第 712-1条第 1項、



















































































カレドニアに関する 1999年 3月 19日憲法附属法律第 209号第 100条最終
項で定める諸機関、首相、海外担当大臣及び他の関係する大臣に通知す
る。















































































































































































の不在の場合は R第 123-22条（第 2号）で定める首相アレテにより選出
される部長により主宰される。
②　可否同数の場合、常設委員会の議長の投票が優先する。
③　R第 123-6条最終項、R第 123-8条最終二項、R第 123-17条及び R第
123-19条の諸規定は、常設委員会に適用する。
　　　第 4節　共通規定
R第 123-24 条〔政府委員による国務院の会議への陪席〕　各省庁において、
関係大臣の提案に基づいて制定されるデクレは、少なくとも部局長の地位
を有する公務員を選出し、この公務員は、政府委員の資格で、自身が属す
る部門のすべての事案について国務院の会議に陪席することを認められる。
②　その部局のすべての事案について政府委員の資格で国務院の会議に陪席
することを認められる公務員の他に、複数の公務員が、特定の事案の審査
のために、国務院への付託の際に大臣により政府委員の資格で選出されうる。
③　政府委員は、その部局の所管の事案について、総会、委員会又は部の会
議に発言権をもって陪席する。
R第 123-24-1 条〔議員提出法律案の審査の際に参加が認められる者〕　議員
提出法律案の起草者の他に、起草者が自身を補佐するために選出した人物
も、その議員提出法律案が審査される会議に発言権をもって参加すること
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ができる。
R第 123-24-2 条〔人権擁護官の参加〕　人権擁護官及び人権擁護官が選出し
た公務員は、人権擁護官が国務院に送付した求意見が審査される会議に発
言権をもって参加することができる。
R第 123-25 条〔地方法律の審査における陪席者〕　ニューカレドニアの地方
法律の政府提出案及び議員提出案の審査のために、ニューカレドニア政府
の長のアレテは、少なくとも部局長の地位を有し、ニューカレドニア政府
委員の資格で、国務院の会議に発言権をもって陪席することができる公務
員を選出する。
②　共和国政府は、R第 123-24条で定める要件の下で、国務院において代
表する。
R第 123-26 条〔副長官及び関係行政部長の国務院の他の会議への参加〕　国
務院副長官及び関係する行政部長は、その特別の知識が会議の審議を啓蒙
できる者として、行政部、常設委員会を含めた委員会及び総会の会議に発
言権をもって参加することを求められうる。
　　第 3編　身分規定　〔略〕
　　　第 1章　一般規定
　　　第 2章　国務院上級委員会
　　　第 3章　任　用
　　　　第 1節　一般規定
　　　　第 2節　地方行政裁判所及び行政控訴院の専門集団構成員から選抜
　　　　　　　　される国務院構成員の任用
　　　　第 3節　特別職調査官に関する諸規定
　　　第 4章　昇　進
　　　第 5章　地　位
　　　第 6章　懲　戒
　　　第 7章　国務院構成員の行政活動又は一般利益への参加
フランス国務院関係法令集
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＊本稿は、平成 30年度～令和 2年度科学研究費（基盤研究（C））「ヨーロッ
パにおける二重機能型国務院の比較法的研究―権力分立と人権保障の観
点から―」及び令和元年度～令和 2年度成城大学特別研究助成金「国内
及びヨーロッパの諸機関による国内法秩序形成に関する比較研究」の研究
成果の一部である。
（おくむら・こうすけ＝本学准教授）
